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身近な議員として もっと届け
たい声がある 声をかたちに

ＷＥＢで すわみつえ

No.３３２ ２０２４年 ９月２３日

日本共産党鴻巣市議会議員

諏訪 三津枝

毎週朝 駅頭においてホットなニュース「すわみつえ通信」をお届けします。
（月）吹上駅南口 （火）北鴻巣駅東口 （水）北鴻巣駅西口 （木）吹上駅北口 （金）鴻巣駅西口
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川里地域における小中一貫教育校整備は、今年度

中に学校新設の建設事業者を選定・決定する計画と

しています。「小中一貫教育校」は、学校統廃合の促進

や教職員の削減、施設・設備費の削減などを進める

ものとなるのではないでしょうか。中学校１校に対し

て、校区の小学校は複数存在します。一貫校を設置す

れば、一気に複数の学校を廃止することとなります。

川里村から続いてきた、広田小学校・屈巣小学校・

共和小学校の３校が消えることになります。

計画をいったん立ち止まるよう求めましたが、答弁

は「調査分析を踏まえ一貫校新設に取り組む」という

ものです。

「小中一貫教育の総合的研究」チーム（和光大

学教授が代表）が行った調査で、小学校高学年で

疲労感が強く、自己肯定感が低いという結果に

ついて、見解を求めましたが、「様々な研究結果

の中の一つとして捉える」ということでした。

土曜日運行の減便で、通学・通勤・通院の足に大打撃。減便の理由は、運転士不足に加

え、２０２４年４月からの時間外労働規制。「市民の移動の権利を守る」対策を質問しまし

た。本市では保育士不足に対して「保育人材確保事業」が効果をあげています。同様に

「運転士人材確保事業」の新設を提案しました。

昨年、地域公共交通活性化再生法の改正がありました。国や自治体が財政的にも責任

をもつ方向に足を踏み出しました。公共交通への公的支出によって、他の分野の支出が

削減できることなどを国土交通省も推奨している考え方です。本市における、運転士の

人材確保のための施策を求めました。「課題解決に向けて事業者等と意見交換を行う」

との答弁です。引き続き取り組みます。

すわみつえ市議は９月１９日（木）に一般質問を行いました。質問

準備での情報提供のご協力に、また質問当日、多くの皆さんが傍

聴に駆けつけてくださったことに、心より感謝申し上げます。

すわみつえ一般質問にて

「小中一貫教育校」は一旦立ち止まる英断を

①一貫校設置で複数の小学校が廃校となる

②一貫校では小学校高学年で疲労感が強く、

自己肯定感が低いとの調査結果

鴻巣市では２０３１年度に川里地域で小中一貫

校を設置し、さらに市内全域で小中一貫校設置

を目指すとしています。子どもたちの教育制度

を大きく変えることになります。学校を核として

地域が発展してきました。教育行政・まちづくり

行政を大きく変えることになる「小中一貫教育

校」にどうかご意見をお寄せください。

コミュニティバス・フラワー号の運行継続のため「運転士確保事業」を

秋山もえさんと鴻巣駅で宣伝

衆院選挙に埼玉６区から挑戦する前・県議会議

員（上尾選出）の秋山もえさんが、９月２１日（土）

１１時３０分から１２時まで鴻巣のエルミこうのす

前で日本共産党の政策を訴えました。



敗走の果てに立てこもった城壁。周囲を幾重にも取り囲んだ敵兵がある夜、ふ

るさと・楚（そ）の国の歌を歌い始めた。朗々たる歌声を聞いた項羽（こうう）は、自らの故郷までが敵

の手に落ち、味方の兵たちが寝返ってしまったのだ－と悟る▲孤立無援の状況をいう「四面楚歌」がこ

の故事に由来することはよく知られているが、“周りじゅうから敵の歌しか聞こえてこない”のは、よく

ある勘違いなので念のため。出典は中国の古典「史記」▲その四面楚歌を地で行くような事態が令和

の日本で起きている。職員へのパワハラをはじめとする問題行動の数々を文書で告発された斎藤元

彦兵庫県知事に同県議会が昨日、全会一致の不信任決議を突き付けた▲斎藤氏は県議会を解散する

か、自らが失職するかの選択を迫られている。ただ、議員もそれぞれに有権者の付託を背負っている。

全ての県民から「お辞めなさい」と言われたに等しいこの事態は極めて重い▲混乱の過程では氏の欲

張りな態度や「おねだり」があれこれ報じられ、問題の所在が見えにくくなっているが、もともと問われ

ていたのは不都合な内部通報を握りつぶし、告発者を追い詰めたトップの姿勢だ▲「よそ事」と言い切

れない。どの自治体でも起こり得ることだ。だから、厳しい目と声が全国に広がっている。

【長崎新聞 ９月２０日付 コラム】

四面楚歌

「マイナ保険証」 トラブル 医療機関７割で発生 保団連調査公表

全国保険医団体連合会（保団連）は９月１９日、２０２４年５月以降に全国の

７割の医療機関で「マイナ保険証」にかかわるトラブルが起きているとの調

査結果を公表しました。政府は健康保険証廃止の前提として「不安払拭」の

措置をとったと説明しますが、医療現場の不安は払拭されていない状況で

あることが分かりました。

調査には３７都道府県の１０，２４２医療機関が回答。このうち７１３４機関

（６９・７％）が「マイナ保険証」オンライン資格確認のトラブルが「あった」と答

えています。昨年１２月に公表した調査結果より約１０％増加しており、政府

の強引な「マイナ保険証」推進策で利用者が増え、トラブルに見舞われる医

療機関も増加したことが分かります。

トラブルの内容は、「●が出る（漢字が読み取れない）」が６７％、「カードリーダーの接続・認証エラー」が

５２％、「資格情報が無効」が４８％などとなっています。いったん窓口で患者負担１０割を請求した事例は

９・４％で、１０割負担と説明したら患者が受診せず帰った事例もあったといいます。

今回新たに選択肢を設けた「マイナ保険証の有効期限切れ」は２０％でした。電子証明書の５年有効期限

切れに気づかず、更新手続きをしないまま医療機関を受診し、資格確認できない事例が起きており、今後

急増が懸念されます。保険証が今年１２月２日に廃止されることについては、延期すべき１４％（１４３９機

関）、保険証は残すべき７６・９％（７８８１機関）でした。

保団連の竹田智雄会長は「トラブルが生じても現行の保険証が併用されていれば（１０割を請求される）

無保険扱いは解決する。国民皆保険を守るために政府は一刻も早く

保険証を残す決断をすべきだ」と強調しました。

【しんぶん赤旗 ９月２０日付】

調査結果を説明する竹田会長


